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研究要旨： 

本研究の目的は,2018年度障害福祉サービス等報酬改定の一つである計画相談支援等にお

けるモニタリング実施標準期間の高まりによる効果の検証を行い，次期報酬改定の参考デ

ータとし，その検討に寄与することである（2019年度～2年計画の1年目）．研究は一括研

究で研究1~4で構成されており，本報告書は研究１に該当する．分担研究ではないが，見や

すさに考慮し，本様式を用いて各研究別に報告する． 

研究３では．相談支援専門員，サービス管理責任者，児童発達支援管理責任者（計16

名）に対し半構造化インタビューを実施した．産出されたデータから，平成30年報酬改定

のモニタリング実施頻度の高まりに関する効果を質的に確認した．利用者，事業所との信

頼関係の構築を礎にした計画相談支援等のモニタリングは，従前の事後報告受領から将来

予測に基づく予防的関与までも可能としていた．また定時モニタリングのほか，必要に迫

られて支給決定対象外で行う随時モニタリング（柔軟性のあるモニタリング）の実態が明

らかになった．サービス事業所からみた相談支援専門員が行う質の高いモニタリングと

は，利用者の個別性と状況に応じた対応を質の高さであると認識しこれを求めていた．次

期報酬改定に向け『利用者の状況に応じた柔軟性のあるモニタリングの必要性』が示唆さ

れた．ただこの結果は16日のインタビューから産出されたデータに基づく分析であり，今

後はより広い実態を捉える必要性から、2020年度のアンケート調査（全国の相談支援事業

所を対象）もあわせて考察を深める必要性があると考える． 

 

 

 

Ａ．研究目的 

１）研究全体の背景・目的 

（１）背景 

ケアマネジメントは，ソーシャルワーク

実践に早くから使われてきた方法の一つ

である．ケアマネジメントが注目される

こととなった一例に，アメリカにおける

精神障害者の「脱施設化」がある．施設

の中では個人が必要な医療，食事，住

居，整容などのケアがトータルに提供さ

れるが，施設を出て地域での生活を始め

ると，それらのケアを手配し，適切に提

供されるようにする必要があった．そこ

で，地域での自立生活を支援するため
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に，複雑なサービスの調整を継続的に行

う必要性が高まり，ケアマネジメントが

活用されることとなった．日本において

は，2000（平成 12）年に施行された介護 

保険制度のもと，要介護状態にある高齢

者の在宅生活を支援するために，介護サ

ービスの調整及び給付管理の方法として

ケアマネジメントが導入された． 

そして，障害者の地域生活への支援につ

いても，サービス提供事業者を利用者自ら

が選択できる障害者支援費制度の導入に

あたり，2002（平成 14）年に厚生労働省に

より示された障害者ケアガイドラインに

おいて，障害当事者主体のケアマネジメン

トの必要性が明確にされた．その後 2006

（平成 18）年に施行した障害者自立支援

法において，障害者への相談支援事業は法

律に規定され，サービス利用計画作成費と

いう個別給付によるケアマネジメントの

提供が制度化された．サービス利用計画作

成費は，障害福祉サービスを利用する者の

中で特に支援が必要な状況にある限られ

たものを対象としていたため，希望するす

べての者へケアマネジメントを提供する

ために，2010（平成 22）年の障害者自立支

援法の改正により計画相談支援及び障害

児相談支援（以下「計画相談支援等」とい

う．）が創設され，2015（平成 27）年４月

からすべての障害福祉サービス利用者へ

適用されることとなった．それ以降，各市

町村や計画相談支援等を担う事業者の努

力により，2019（平成 31）年３月までには

計画相談支援等はケアマネジメントを希

望するほぼ全ての障害者等に提供される

状況となった． 

各市町村において計画相談支援等の体

制整備への取組が進む中，2016（平成 28）

年 3 月から 7 月にかけて，厚生労働省に

おいて「相談支援の質の向上に向けた検討

会」が実施された．この検討会では，障害

者への相談支援の質を向上させるために，

相談支援専門員の資質向上と相談支援体

制の整備の方向性について議論され，その

内容がとりまとめられた．とりまとめにお

いて，計画相談支援等（ケアマネジメント）

の質を高める上で，利用者との信頼関係を

醸成し，新たなニーズや状況の変化に応じ

たニーズを見出すためには，モニタリング

が継続的かつ定期的に実施されることが

重要であることが示された． 

本来，ケアマネジメントにおけるモニタ

リングは，利用者の状況に応じてケアマネ

ジメントを実施する者による必要に応じ

た判断，もしくは利用者の求めにより実施

されるものである．介護保険制度による居

宅介護支援においては，要介護高齢者の体

調の変化の起こりやすさを考慮して，モニ

タリング頻度は一律で，少なくとも１月に

１回実施することと運営基準にて示され

ている．一方で計画相談支援等においては，

利用している障害福祉サービス種別や支

援の必要度によって規則により定められ

たモニタリング実施頻度の標準期間を勘

案し，市町村により個別の利用者に応じた

モニタリング頻度が決められる仕組みと

なっている． 

計画相談支援等においてモニタリング

の重要性は以前から指摘されており，平成
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27 年３月に開催された障害保健福祉主幹

課長会議資料においては，きめ細かいモニ

タリングを実施する対象例が示されたが，

その後も多くの市町村はモニタリング実

施標準期間を客観的指標として，それに準

じた頻度設定としていた．そのため，計画

相談支援等におけるモニタリングの平均

は年に２回程度と低調であり，利用者との

関係性の醸成，アセスメントの深化による

適切なニーズの把握と支援の調整等，ケア

マネジメントに期待される効果が十分に

発揮されていない状況にあった．モニタリ

ングは「継続的アセスメント」と称され，

計画相談支援の全過程（ケアマネジメン

ト・プロセス）に影響を与える．なぜなら

それは提供された障害福祉サービス等の

効果の検証，心身状態及び生活の質の悪化

防止等予防的観点，新たな課題の出現の発

見・ニーズ分析等を行うが，利用者や家族

との信頼関係に基づく面接を基盤として

継続的な情報収集・分析行う為である．適

切なモニタリングは２回目以降に作成さ

れるサービス等計画の精度を一層高め，適

切なサービスは利用者の自立支援・生活の

質の向上に資するものとなり，結果として

制度が本来目指す適切な給付に繋がる．一

方でモニタリングが不適切であれば計画

相談支援全体の質は低下する． 

こうした議論と状況を受けて，平成 30

年度障害福祉サービス等報酬改定（以下，

「報酬改定」という）において，計画相談

支援等についてもさまざまな改定が行わ

れた．改定事項は多岐にわたるが，市町村

が利用者それぞれに対するモニタリング

期間の設定時に勘案するモニタリング実

施標準期間が改定され，一部のサービス利

用者のモニタリング頻度が高められた．一

部のサービスとは，利用頻度や日時等が変

更しやすいホームヘルプなどのサービス，

期間を限って一般就労や一人暮らしへの

移行に取り組む就労移行支援，生活訓練，

地域移行の促進が期待される施設入所支

援等である． 

今般の報酬改定では計画相談支援にお

けるモニタリング機能の重要性を鑑み，計

画相談支援の質の向上に資するモニタリ

ング標準実施期間の見直しがなされたも

のといえる． 

計画相談支援等は障害福祉サービス等

が効果的にまた適正に利用されるための

中核的役割を担っており，今後更なる計画

相談支援等の質の向上が求められている． 

 

２）目的 

 本研究は計画相談支援おけるモニタリ

ング実施標準期間の改定に伴う効果を検

証し，次期報酬改定に向けた見直しの検

討を行う際のエビデンスの蓄積を行うこ

とを２年の研究期間における研究全体の

目的としている． 

1年目である 2019年度の研究の目的

は，①研究題目中の計画相談支援におけ

るモニタリングの“効果”を検証するに

あたり，その前提として不可欠な計画相

談支援の質の評価指標を生成すること，

その整理をベースとしながら，②モニタ

リング実施状況の実態を明らかにし効果

や課題を見出すこと，③①及び②から得
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られた知見をもとに，研究 2年目である

2020年度に実施予定の量的研究（全国の

事業所に対する質問紙による横断研究）

の質問紙票を作成することである． 

 

 

Ｂ．研究の方法 

１．2019年度の研究のデザイン 

構成は下記の研究１から研究５とす

る．研究は研究番号の若い研究で得られ

た知見を活かし，次の研究に進む段階的

な内容であり，複数の研究者が同時並行

に進めることができないため，分担は行

わず一括研究として行う． 

研究１．先行文献レビュー 

研究２．計画相談支援等(ケアマネジメ 

ント)の質の評価指標･項目の 

生成 

研究３．モニタリングの実態調査 

 研究４．2020年度研究 モニタリング 

実施の実態と影響に関する質 

問紙票作成 

 

（１）研究の厳密性の検討のための体制 

 本研究は，各団体の代表から成る委員

会を設置し，研究期間中 3回開催（その

他メールでの確認等を含む）し，年齢階

級や多岐にわたる障害種別におけるモニ

タリングに関する効果を適切に検証する

よう，複眼的に意見集約，研究行程を確

認する体制をとった．要すれば質的研究

において担保することが容易ではない一

貫性，研究結果の歪みを防止するための

確証性の担保である．具体的には，研究

協力者の推薦要件，分析方法，研究の時

期，インタビューガイドの妥当性等の研

究計画に関することのほか，調査実施後

の研究の進捗・解釈・分析内容等の確認

を委員会において行い，委員，研究者を

含むメンバーにおいて実施した． 

 

  

B 研究方法 

（１）研究法の検討 

研究２より得られた知見をもとに研究

３を行った． 

改定後段階的に施行されたモニタリン

グ事項は，施行から間もないことから，

量的に実態が反映されるまでには一定の

期間を要すると考え，まずは実践者に対

して直接インタビューすることにより実

態を把握することとした．予備的調査の

要素は一部にあるが，むしろ量的に把握

できないモニタリングの実態，モニタリ

ングについての考え，利点，葛藤につい

ての新しい洞察を得ることを目的に行

う． 

 

（２）研究協力者の選定基準 

またモニタリングを多角的に見る観点

から，計画相談支援のモニタリングを主

として行う相談支援専門員（８名）に加

え，サービス事業所の立場からも確認す

る．インタビューの対象となる職種は，

相談支援専門員のモニタリングの実態の

変化についてはサービス管理責任者（６

名）及び児童発達支援管理責任者（２

名）とし，半構造化インタビューの協力
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を得た．研究協力者の選定にあたって

は．国際医療福祉大学倫理審査委員会の

助言をうけ公正なインタビュー協力者の

構成となるよう，次の要件を設定し各団

体からの推薦を受けた．①現に 2018年度

改定に関連する利用者の担当でありモニ

タリングを実施している（相談支援専門

員と連携しながら行っている）こと，②

個別の支援のみならず地域活動も行って

いること，③①及び②の活動状況を各団

体が確認し推薦できる者であることであ

る．インタビュー協力者は一覧のとおり

である（表３－１）． 

表３－１． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）研究実施者の属性概要 

 インタビューを実施した研究者は下記の

とおりであった（表３－２）． 

表３－２．研究者一覧 

インタビューを実施した研究者：研 A 

50 代，女性．障害領域（10 年），高齢領

域（15 年），行政（2 年），教育/研究職

（2 年），関東圏に所在する大学院に勤務．

博士（医療福祉学）,保有資格は社会福祉

士，主任介護支援専門員），研究協力者と

の面識にない． 

共同研究者：研 B 

50 代，男性，障害領域 教育/研究職 

共同研究者：研 C: 

50 代，男性，障害領域．教育/研究職 

共同研究者：研 D 

50 代，男性，障害領域．教育/研究職 

委員：F 

40 代，男性，障害領域, 行政職 

 

 

（４）インタビューガイド 

■相談支援専門員向け： 

〇 計画相談支援において大事にしてい 

ることはなんですか． 

〇 あなたが考える質の高いモニタリン

グとは何ですか． 

〇 モニタリング実施標準期間の改定や

サービス提供時モニタリング加算で

何か変わりましたか． 

〇 モニタリングにおけるサービス事業

所（相談支援専門員）との関係や連携

に変化はありましたか． 

 

 

■サービス管理責任者・児童発達支援管

理責任者向け： 

〇 あなたが利用者の支援を行う際に大

事にしていることはなんですか． 

〇 あなたが考える質の高いモニタリン

グとは何ですか． 

〇 モニタリング実施標準期間の改定や

サービス提供時モニタリング加算で

 

逐語録
記号

性別 年齢 職種 経験年 主な基礎資格

1 男 60代 相談支援専門員 13 社会福祉主事

2 男 50代 相談支援専門員 14 介護福祉士

3 男 30代 相談支援専門員 6 精神保健福祉士

4 男 40代 相談支援専門員 10 社会福祉士

5 女 40代 相談支援専門員 11 社会福祉士

6 男 40代 相談支援専門員 14 社会福祉士

7 男 30代 相談支援専門員 7 介護福祉士

8 男 40代 相談支援専門員 3 精神保健福祉士

平均 10

1 女 50代 サービス管理責任者 19 介護福祉士

2 女 40代 サービス管理責任者 2 介護福祉士

3 女 50代 サービス提供責任者 7 介護福祉士

4 男 － サービス管理責任者 － －

5 女 30代 サービス管理責任者 7 保育士

6 男 30代 サービス管理責任者 7 社会福祉士

1 男 40代 児童発達支援管理者 6 介護支援専門員

2 女 30代 児童発達支援管理者 7 社会福祉士
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相談支援専門員の動きに何か変化は

ありましたか． 

〇 モニタリングの改定後，相談支援専門

員との関係や連携に変化はありまし

たか． 

〇 モニタリング実施頻度が改定された

ことで，サビ管・児発管として事業所

内での仕事の仕方に変化はありまし

たか． 

 

（５）分析の方法 

本研究は解釈主義パラダイムに依拠

し，インタビューで産出されたデータか

ら逐語録を作成し，相談支援専門員，サ

ービス管理責任者，児童発達支援管理責

任者に分けて行った．語りの文脈のまと

まりごとに切片化，解釈，カテゴリー，

上位カテゴリーを生成した． 

 分析に際しては，最初から分析を意識

するのではなく，逐語録を読んで全体像

を把握した．カテゴリー化になじまな

い，しかし本研究の目的にある次期報酬

改定に役立つ語りを抜きだし，要約を付

し表にして結果に記した． 

逐語録，予備解釈，最終報告の各時点

においてメンバーチェッキングを行うこ

とで厳密性，確実性の担保を図った． 

 

（６）倫理的配慮 

国際医療福祉大学倫理審査委員会に倫

理審査を申請し，承認を得た（承認日：

2019年 11月 13日，承認番号：19－Ig-

107）．データの取得及び管理について

は，倫理審査申請書の申請内容に基づき

匿名化し厳重に保管する等の対応を行っ

た． 

 

 

C．結果 

インタビューより産出されたデータ

を次の方法で分析し結果を示した， 

（１）カテゴリー分析 

 相談支援専門員（８名），サービス管

理責任者（6名）・児童発達支援管理責任

者（2名）それぞれを分析した．それぞれ

の結果の概要版を示し（表３－３．３－

４．３－５），全体版は巻末資料４．

５．６として示す． 

 

（２）報酬改定に対する提案や参考とな

る語りを抜き出し，分類した． 

１）児童発達支援管理責任者の，相談支

援専門員に係る今後のモニタリングに関

する提案 

 

２）全体の語りを通じ相談支援専門員の

モニタリングに係る報酬改定に関する語

りを抜き出し，分類した． 

 

（３）職種別のカテゴリー間の比較分析 

カテゴリー分析の結果 

１）相談支援専門員の結果 

コード(99)，サブカテゴリー（74），

カテゴリー（33）からコアカテゴリ

（３）が生成された．コアカテゴリー

【利用者の支援で核としていること】

【相談支援専門員からみた質の高いモニ

タリング】_【相談支援専門員が捉えた改
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定後の変化】【サービス事業所との関

係・連携の変化】であった（表３－

３）． 

表３－３．相談支援専門員の結果 

コアカテ

ゴリー 

『カテゴリー』 

【
利
用
者
の
支
援
で
核
と
し
て
い
る
こ
と
】 

『利用者の希望・意欲・強みの重

視』 

『利用者中心の意思決定支援』 

『利用者との関りの継続』 

『面談の重視』 

『サービス等利用計画の内容・

立案方法の工夫』 

『チームでの利用者支援（チー

ムケア）』 

『相談支援専門員としての姿

勢・スタンス』 

【
相
談
支
援
専
門
員
か
ら
み
た
質

の
高
い
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
】 

『頻回なモニタリングの実施』 

『利用者のサービス利用に対す

る目的意識の明確化』 

『チームケアを意識したモニタ

リングの実施』 

『質の高いモニタリング実施の

ための事業所体制の構築』 

【
相
談
支
援
専
門
員
が
捉
え
た
改
定
後
の
変
化
】 

『利用者との信頼関係の深ま

り』 

『信頼関係の深まりによる利用

者の変化』 

『利用者との継続した関係性の

維持』 

『利用者の安心感の向上』 

『家族との信頼関係の深まり』 

『家族の負担増』 

『利用者の生活状況のタイムリ

ーな把握と情報量の増加』 

『利用者の平常時／異常時の相

違の把握』 

『利用者の変化・課題の早期発

見・対応』 

『施設入所者の情報把握の向

上』 

『改定を踏まえたモニタリング

実施方法の改善』 

『改定による相談支援事業所の

収入増』 

『相談支援専門員の業務量・負

担感の増加』 

『事務量と収入を考慮した際の

採算性の問題』 

『相談支援専門員の人材確保』 

【
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
と
の
関
係
・
連
携
の
変
化
】 

『事業所との信頼関係の深ま

り』 

『相談支援専門員・事業所間の

情報共有の充実］ 

『過去の状況確認から予防的・

未来志向のアプローチを行う

モニタリングへの変化』 

『事業所からの提案に基づく計

画の変更・計画の充実化』 

『顔の見えるチームケアへの転

換』 

『相談支援専門員との連携に対

する事業所の温度差』 

『相談支援専門員に対する事業

者・行政の依存的態度の出現』 
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２）サービス管理責任者の結果 

表３－４．サービス管理責任者の結果 

 サービス管理責任者の結果は，コード

（47），サブカテゴリー(36)，カテゴリ

ー(18)からコアカテゴリー（３）が生成

された．コアカテゴリーは【利用者への

支援の核としていること】，【サビ管か

らみた質の高相談支援専門員のモニタリ

ング】の条件，【サビ管が捉えた改定後

の相談支援専門員の変化】であった（表

３－４）． 

表３－４．サービス管理責任者の結果 

コアカテゴ

リー 

カテゴリー 

【
利
用
者
へ
の
支
援
で
核
と
し
て 

い
る
こ
と
】 

『障害特性の重視』 

『利用者の目標・希望の重視』 

『利用者の状態像にあった支 

援』 

『チームでの利用者支援（チ

ームケア）』 

サ
ビ
管
か
ら
み
た
質
の
高
い
相

談
支
援
専
門
員
の
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
】
の
条
件 

『チームケアを意識したモニ

タリングの実施』 

『タイミングに配慮したモニ

タリングの実施』   

【
サ
ビ
管
が
捉
え
た
改
定
後

の
相
談
支
援
専
門
員
の
変

化
】 『利用者の相談支援専門員に

対 

する認識の変化』 

『相談支援専門員が有する利

用 

者情報の充実』 

『相談支援専門員と事業所

（サビ管）との接触頻度の

増加』  

『改定に対する相談支援専門

員（相談支援事業所）の取り組

みの温度差』  

『相談支援専門員の業務量・

負担感の増加』  

『改定による相談支援事業所

の収入増』  

『相談支援専門員との信頼関

係の深まり』  

『事業所・相談支援専門員間

の情報共有の充実』  

『チームケアの充実』  

『サービス提供の充実』 

『事業所内での情報収集・情

報共有の充実』  

『利用者・事業所間の個別調

整の円滑化』  

 

 

 

 

３）児童発達支援管理責任者の結果 

語りからコード（28個），サブカテ

ゴリー（27個），カテゴリー（15個），

コアカテゴリー（6個）が生成された．コ

アカテゴリーは，【利用者へ支援で核と

していること】，【児発菅からみた質の

高いモニタリング】，【改定後の相談支

援専門員の変化】，【相談支援専門員と
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の関係・連携の変化】，【サビ管・児発

管の事業所内での仕事の仕方の変化】，

【相談支援専門員とともに現に行ってい

る工夫】であった（表３－５）． 

表３－５．児童発達支援管理責任者の結

果 

【コアカテゴリー】 『カテゴリー』 

【利用者への支

援で核としてい

ることいること】 

『利用者の目標・希望の

重視』 

【児発菅からみ

た質の高いモニ

タリング】 

『チームケアを意識した

モニタリングの実施』 

【改定後の相談

支援専門員の

変化】 

『相談支援専門員が有す

る情報の充実』  

『改定に対する相談支援

専門員（相談支援事業

所）の取り組みの温度差』  

『相談支援専門員の業務

量・負担感の増加』  

『相談支援事業所での人

員確保』 

【相談支援専門

員との関係・連

携の変化】 

『相談支援専門員との信

頼関係の深まり』  

『事業所・相談支援専門

員間の情報共有の充

実』 

『チームケアの充実』  

【サビ管・児発

管の事業所内

での仕事の仕

方の変化】 

『サービス提供の充実』  

『事業所内での情報収

集・情報共有の充実』  

『事業所内での情報収

集・情報共有の充実』  

『管理者（児発管）として

の負担感の増加』  

『事業所での人材確保』  

【相談支援専門

員とともに現に

行っている工

夫】 

『家庭や学校との連携に

ついて』  

『家庭や学校との連携に

つい て』  

『柔軟なモニタリング期間

の設定について』  

 

 

（２）児童発達支援管理責任者の，相談

支援専門員に係る今後のモニタリングに

関する提案 

 児童発達支援管理責任者から相談支援

専門員の，あるいは相談支援専門員と連

携した今後のモニタリングのあり方やそ

の評価に関する提案の語りがあった．語

りは，次の①～③の３つに分類された． 

 

①“柔軟なモニタリング”期間の設定に関

する語りその要約を表にまとめた（表３－

６）．語りは、UDデジタル教科書体N-R（以

下，同様）の字体で示した．児童の発達に

着眼したライフステージや移行期に配慮

した柔軟なモニタリングの必要性の提案

であった． 

表３－６．柔軟なモニタリング期間の設

定に関する提案 

要約 語り 
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児童のライフス

テージの移行

期（卒業等）に

応じた柔軟な

モニタリング期

間の設定 

児童はモニタリング期間の

改定がなく，１年だが，卒

業を迎える年度は 3ヵ月ご

とにできるなど，ライフス

テージの移行期に応じた対

応ができると良い． 

 

②モニタリングの質に着目した評価の在

り方 

児童発達支援管理責任者からモニタリ

ングの質に着目した語りを抜き出した(表

３－７)． 

表３－７．児童発達支援管理責任者から

みたモニタリングの質に着目した評価の

あり方 

要約 語り 

質のよいモニ

タリングは好

循環を生む 

モニタリングの回数だけ

でなく，「質」で評価し

てほしい．質のよいモニ

タリングは好循環を生

む． 

モニタリング

の質に着目し

た評価の在り

方 

質の評価は難しいが実績

報告等の内容で評価して

はどうか？ 

モニタリング

の質に着目し

た評価の実

施主体 

評価単位は小さいほうが

よい． 

③家庭や学校との連携について語られた

（表３－８）． 

表３－８.家庭や学校との連携 

要約 語り 

学校側の連携意識

の温度差 

児童への支援は学校との

連携も重要だが，学校側

の対応はまちまちで，消

極的（受け身）の学校が

多い．  

相談支援専門員・

事業所の連携によ

る家庭（保護者）へ

の介入・支援 

発達障害等の支援緊急度

が高い児童への支援は家

庭との連携が重要（事業

所での支援を家庭にどう

つなげるか）． 

相談支援専門員・自発管

が連携を密にとり家庭に

介入・支援するようにし

ている（＝モニタリング

頻度増）．  

 

 

（３）相談支援専門員のモニタリングの

分類 

相談支援専門員のモニタリングは[定期モ

ニタリングで実施していること]と[支給

決定外の随時モニタリングで実施してい

ること]に分類された．特に数値やエピソ

ードで示された語りを抽出した.［定期モ

ニタリングで実施していること］の語り

は，相談支援専門員のみであった．［支

給決定以外の随時モニタリングで実施し

ていること］は，相談支援専門員，サー

ビス管理責任者，児童発達支援管理責任

者の三者から語られた． 

１）[定期モニタリングで実施しているこ

と] の語り（表３－９）． 

表３－９．相談支援専門員の語り［定期

モニタリングで実施していること］ 
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ネグレクトの家庭への訪問：6月に 1回では

あからさまに嫌がられたが，3月に 1回にな

り家に入れてもらえるようになった．支給決

定ということを前面に出して訪問できるこ

とがありがたい． 

 

基本に沿って自宅訪問する．本人が抱えられ

ている困りごとを確認する．確認のうえ，目

的別で後日関係者を集めるという方法に変

更した．目的別に行う訪問は支給決定以外の

訪問になることが多い． 

 

事業所からの報告を聞く 

何を優先させて計画に入れればいいか，計画

の優先度を確認している． 

 

 

 

２）［支給決定以外の随時モニタリング

で実施していること］ 

 

①相談支援専門員の語り（表３－１０） 

表３－１０．支給決定以外の随時モニタ

リングで実施していること． 

表３－１０.支給決定以外の随時モニタリ

ングで実施していること 

2月に 1回の訪問診療に合わせて同席す 

る．医師から本人が安心していられるよ 

うに同席を求められるのと，日頃の状況 

を医師に報告するため． 

 

6月に 1回では季節の変化を捉えられな 

い．夏は夏用の生活があって，最近の夏は 

暑い．エアコンを使ってるのか扇風機な 

のかとか．特に障害特性で感覚のレベル 

によって確認しなければならない． 

 

冬は，インフルエンザの注射したのかを

聞きにいく． 

 

年に１回で１年分の話は聞けない．本人

も直近１~２月の事しか覚えていない．少

なくとも季節に 1 回は行くようにしてい

る． 

 

 

 

②サービス管理責任者の語り（表３－１

１） 

表３－１１．支給決定以外の随時モニタ

リングで実施していること．サービス管

理責任者 

表３－１１．随時モニタリングで実施し

ていること． 

利用者から連絡が来るときは，絶対状態の

悪いとき．それに合わせると状態が悪いと

きがベースになる．普通の状態がわかれば

困ったときの状態と比較できるので支給決

定にかかわらず訪問する． 

 

事業者からの提案が増えたため，事業所や

利用者宅の訪問をする．その状況をみて判

断し，担当者会議も招集している． 

 

行政への手続では，行政が当然のごとく 

「お願いね．」というスタンスなので，障 

害の申請に限らず行政への申請書物は，利 

用者宅を訪問し役所に届けている． 
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③児童発達支援管理責任者の語り 

支給決定以外の随時モニタリングで実 

施していること．児童発達支援管理責任

者（表３－１２） 

表３－１２． 

（相談支援専門員は）ご家庭だけでなく， 

学校，各事業所，リハビリの機関まで回っ 

て，それぞれのところでしっかり聞き取 

りをされ，モニタリングされている． 

 

（相談支援専門員に事業所に）来所して 

もらって実際に自分が子どもさんとかか 

わっている場面，療育場面を見てもらう． 

それはすごく大きい．言葉だけでこうい 

う支援をしているんですじゃなくて，わ 

かってくれるので話がしやすい． 

 

（相談支援専門員は）会議，モニタリング 

で（事業所に）来られて・・・現場の職員 

にも話す機会は増えた．なかった気づき 

を逆に頂け，他事業所ではこんなことし 

てるよっていうのを相談員さんを通して 

お聞きすることもあるので，それはうち 

の，自分の事業所でどうやっていこうか 

とか，情報もたくさん現場に返ってくる． 

 

（相談支援専門員が）モニタリングとか 

に頻繁に来てくれるってことは，興味を 

メンバーに対して，支援をするっていう 

意識が高いと 

いうか．そういう方には，こっちも何か， 

ちょっとの変化でもお伝えしないといけ 

ないなってやっぱり思います． 

緊急度があるとか切迫した状況のとき

は，（サービスの）利用頻度も上げていく．

週に１回やったやつを２回３回だった

り，すぐに駆けつけるみたいな動き方を

する．そういう緊迫した状況のときは相

談員と毎日連絡 

をとる．どんな子が多いかっていうと，不 

登校傾向の子． 

 

 

 

（３）職種別のコアカテゴリー間の比較

分析 

１）【利用者支援の核としていること】

の３職種間比較 

 利用者支援の核としていることを相談

支援専門員，サービス管理責任者，児童

発達支援管理責任者で比較した（表３－

１３）． 

 生成されたカテゴリーは，相談支援専

門員（７個），サ―ビス管理責任者（４

個），児童発達支援管理責任者（１個）

であった． 

3職種に共通するカテゴリーは生成され

なかったが，2職種間で共通するカテゴリ

ーは生成された（表３－１３）．表中に

☆印を示した『チームでの利用者支援

（チームケア）』は，相談支援専門員と

サービス管理責任者に，『利用者の目
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標・希望の重視』はサービス管理責任者

と児童発達支援管理責任者に共通してい

た． 

職種別に特徴的だったのは，相談支援

専門員は“面談”“意思決定支援”の語

が使用されており，サービス管理責任者

には“障害特性”“状態にあった支援”

の語が使用されていた． 

表３－１３. 【利用者の核としているこ

と】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）それぞれの職種からみた質の高い

モニタリング 

 質の高いモニタリングに相談支援専門

員では『頻回なモニタリング』であるの

に対し，サービス管理責任者は『タイミ

ングに配慮したモニタリングの実施』,児

童発達支援管理責任者は『利用者の個別

性に適したタイミングでのモニタリング

実施』であった（表３－１４）． 

 

表３－１４．各職種からみた質の高いモ

ニタリング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ．考察 

 １）インタビュー対象者が捉えた期間

変更の影響 

相談支援専門員が捉えた改定後の変化

を見ると，利用者や家族との『信頼関係

の深まり』，『生活状況のタイムリーな

把握と情報量の増加』があげられた． 

一方，サービス管理責任者や児童発達

管理責任者から相談支援専門員の変化を

見ると，『利用者情報量の増』『信頼関

係の高まり』『チームケア』といったポ

ジティブなキーワードがみられる一方，

『負担感増』『温度差』といったネガテ

ィブなキーワードも見られた． 

こうした変化の影響に対する認識の違

いは，計画相談支援員とサビ管あるいは

児発管との置かれている立場や利用者と

の関わりにおいて重視している視点の違

いに起因すると考えられる． 

そこで次に，各職種において【支援の

核としていること】および【質の高いモ

ニタリング】の捉え方について考察を加

える． 

 

『利用者の希望・意欲・強味の重視』

『利用者中心の意思決定支援』

『利用者との関わりの継続』

『面談の重視』

『サービス等利用計画の内容・立案方法の工夫』

〇 『チームでの利用者支援（チームケア）』

『相談支援専門員としての姿勢・スタンス』

☆ 『利用者の目標・希望の重視』

〇 『チームでの利用者支援（チームケア）』

『障害特性の重視』

『利用者の状態像にあった支援』

☆ 『利用者の目標・希望の重視』

相談支援専門員

サービス管理責任者

児童発達支援管理責任者

 

〇 『頻回なモニタリングの実施』

『利用者のサービス利用に対する目的意識の明確化』

『チームケアを意識したモニタリングの実施』

『質の高いモニタリング実施のための事業所体制の構築』

〇 『タイミングに配慮したモニタリングの実施』

『チームケアを意識したモニタリングの実施』

〇 ＜利用者の個別性に適したタイミングでのモニタリング実施＞

『チームケアを意識したモニタリングの実施』

相談支援専門員

サービス管理責任者

児童発達支援管理責任者
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（１）３職種間での支援やモニタリング

で重視している点 

 

1)【利用者の支援で核とすること】にお

ける３職種間の比較 

3職種に共通するカテゴリーはなかった

表3-13）．組織の業務や多職種の連携では，

その役割が重ならないように設計される

研3-１）ため重複は生じない．本研究におけ

る相談支援専門員の結果には“面談”や

“計画”という語が含まれ，相談援助職

であってサービス等利用計画を立案する

間接援助の職種の特徴が示された．加え

てマネジメントと計画作成に重心を置い

た計画相談支援の特徴といえる． 

一方でサービス管理責任者には“障害

特性”，”状態像にあった支援“等，利

用者に直接介護を提供する直接援助の職

種の特徴がみてとれた．これらは職種ご

との特性によるものと考えられる． 

 ２職種間で共通する項目があった． 

 

①『チームでの利用者支援（チームケ

ア）』は相談支援専門員とサービス管理

責任者で共通し，児童発達支援管理責任

者では生成されなかった．②『利用者の

目標・希望の重視』はサービス管理責任

者と児童発達支援管理責任者には共通し

たが，相談支援専門員にはなかった． 

 相談支援専門員に類似のカテゴリーは

あったが，“意欲”“強味”“意思決

定”といったストレングスに着目するも

ので，“目的”はなかった．計画作成は

いわば“目標”設定と対応を適切に設定

するものであり，ケアマネジメントは，

その実現のために“チーム”に働きかけ

る機能を担う．計画相談支援における相

談支援専門員の役割と機能とはなにか，

ケアマネジメントなのか・計画作成とサ

ービス送致を目的とするのか【利用者の

支援で核とすること】を通じ生成された

カテゴリーとそれを構成する語から，あ

らためて問われると考える． 

 “チームワーク”は極めて多因子的な

活動研3-１）である．敢えて違いのある者同

士が集まり，互いの特徴を理解するよう

努め，共通の“目標”を持つことでチー

ムの恒常性を保ってミッションを完遂す

る原動力を持つ．そこには“目標”を掲

げるマネジャーの存在が不可欠である．

“チームケア”と”目標”は不可分であ

るという考え方にたてば，①『チームで

の利用者支援（チームケア）』及び②

『利用者の目標・希望の重視』は3職種に

共通のカテゴリーとして生成されること

も想定されるが本研究ではそのような結

果ではなかった．  

計画相談支援（ケアマネジメント）の

質の向上に寄与するモニタリングを検討

するにあたり，モニタリングにも連携や

協働性が求められる側面があること，ま

たモニタリングは一連のプロセスの最後

に位置しすべての介入の効果を確認する

機能を持つものである．相談支援専門員

だけ，あるいはモニタリングの方法論だ

けを論じても質の向上は実際のところ難

しい．例えば多職種連携教育（IPE 
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Inter-professional Educaion）等を導入

しかかわるすべての職種が共通の概念や

方法論，留意点を習得する機会を得るこ

とで，多職種連携のダイナミクスを活用

した支援や“意思決定支援”の有効性が

増すものと考える． 

 

２）モニタリング実施標準期間変更によ

る相談支援専門員の置かれた状況と効果 

モニタリングで重視している点につい

て，相談支援専門員の語りを見ると「頻

度」を挙げた割合が大きい．これは平成

30年度障害福祉サービス等報酬改定の影

響を直接的に受けた故と考えられる．語

りの記録を見ると，これは過渡期にある

と捉えられ，モニタリング実施頻度の高

まりによる実践経験から得られたものと

考えられる．柔軟なモニタリングが定着

することで今後更に各職種間の役割分担

も進むことが期待される．そこで次に，

今回の半構造化インタビューから描かれ

るあるべき役割分担とモニタリングの姿

を考察する． 

 

① 頻度を重視する相談支援専門員とタイ 

ミングを重視するサービス担当者 

それぞれの職種からみた【質の高いモニタ

リング】では，相談支援専門員は,『頻回な

モニタリング実施』であるのに対し，サービ

ス管理責任者は『タイミングに配慮したモニ

タリングの実施』，児童発達支援管理責任者

は＜利用者の個別性に適したタイミング＞

を挙げている表3-14）．サービス側は，頻度を

高くすることだけでなく，利用者の状態と環

境や状況を含めた判断に基づく柔軟なモニ

タリングを求めていた．柔軟に対応するには

頻度も必要であり，今後は状況に応じ専門職

の判断に基づく実行権限も必要となると考

える． 

 

②頻度の高まりがもたらしたモニタリ

ングの効果 

なぜ職種による相違があるのか，３職種

のより具体的な視点を確認する目的から，

サブカテゴリーベースで確認した．利用者

の相談支援専門員への認識は，［相談でき

る相手へと変化]，[生じたはじめた利用

者・家族が自ら発信する相談支援専門員に

対する相談]，[過去事案から現在事案へ時

間軸が変化したサービス事業所との利用者

に関する連絡内容]，[課題解決のために知

恵を絞るモニタリング実施方法と実施方法

の変化]，[事後確認だったモニタリングか

ら予測と予防的なアプローチへ展開したモ

ニタリング]へと変化していた．相談支援専

門員にとってこのような変化は，報酬改定

の影響を受けながらモニタリング実施頻度

を高めてきた過程において実感した成果で

ある．すなわち相談支援専門員にとってこ

れらの成果を得るためには，一定以上の

“頻度”が必要であることを実感している

ものと考える． 

頻度の高まりにより相談支援専門員がモ

ニタリングを実施することへの認知が高ま

ったサービス管理責任者や児童発達支援管

理責任者の立場にたてば，一定の決められ

た時期よりもむしろ利用者の必要時に合わ



16 

 

せたモニタリングを期待したものと考え

る． 

すなわちこれらのデータから平成30年度

障害福祉サービス等報酬改定におけるモニ

タリング実施頻度の高まりは，関係者相互

の信頼と目的的なコミュニケーションの強

化，モニタリングの対象とする時間軸は，

過去の確認からタイムリーな確認と将来予

測・予防へと立体化していた． 

このような基盤形成は次のフェーズであ

る『タイミングに配慮したモニタリングの

実施』，＜利用者の個別性に適したタイミ

ング＞という視点を惹起させているものと

考え，次期報酬改定における今後のモニタ

リングのあり方については，利用者の個別

性や状況に応じた柔軟なモニタリングの判

断について提言し，検討すべきと考える． 

 

（３）各職種の役割分担とあるべきモニ

タリングの姿 

今回の研究範囲に基づく考察に過ぎない

ため限定的だが，あるべき構造を考察す

る． 

 柔軟なモニタリングの姿とは，支給決

定で定められた期間に限定せず，利用者

の状況に応じて行うもので，相談支援専

門員の活動の中に見出すことができた． 

本研究の目的の一つには，量的調査の

ための調査票作成があり，反構造化イン

タビューからモニタリング期間変更によ

る効果を導き出した．ただし，これは今回の

研究でインタビュー対象とした方々の考える

「あるべき姿」を念頭に置いた効果であり，こ

れは本研究の限界でもある．本項で整理し

た「あるべき姿」は，今後，継続して実施する

定量調査の結果を解釈する際に，これを「前

提」として再度参照しつつ検証・考察を重ね

る． 

 

①随時モニタリング（柔軟性のあるモニタ

リング）の必要性 

研究３のデータを通じて相談支援専門

員は，支給決定のタイミングで実施する

[定期モニタリングで実施していること] 

表3-10)と，支給決定以外のタイミングで必

要に迫られて任意に行っている[支給決定

以外の随時モニタリングで実施している

こと] 表3-11）の実態が明らかになった．後

者は，（２）で明らかになった『タイミ

ングに配慮したモニタリングの実施』，

＜利用者の個別性に適したタイミング＞

と重複する点もあると類推される． 

このような柔軟性のあるモニタリング

活動は，サービス管理責任者や児童発達

支援管理責任者等から見て，緊急時に共

に考えてくれる存在であるばかりか，サ

ービス事業所の職員全体へも影響してい

た．表３－１１）の随時対応のモニタリ

ングに見られた活動は，定期モニタリン

グだけは到底成し得ないものである．ま

た一定期間集中して介入することによっ

てその効果性を得ている実態もあった． 

 

②随時モニタリング（柔軟性のあるモニタ

リング）の必要性の判断 

柔軟性のあるモニタリングは，熱心で

質の高い相談支援専門員だけに多く行わ

れる偏った活動であってははらない．利
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用者にとっての必要性を鑑み，適切に判

断され，担当の相談支援専門員の誰であ

っても適切に行われる必要がある． 

随時モニタリングの必要性の判断は 

相談支援専門員に加え，医師や関係す

る多職種が共に判断する方法が想定さ

れる． 

 

 

 

③モニタリング頻度とタイミングの考え

方 

適切なモニタリングのタイミングや頻

度を考えるにあたり，何をエビデンスに

判断していくか政策的な検討が必要とな

る．相談支援専門員の語りから特徴的で

あったことは，本来の計画相談支援以外

のこと，例えば役所の障害福祉部以外の

部署の書類まで，作成支援や代理提出ま

で当然のごとく役所の職員から期待され

ている実態があった．このような実態も

含め本研究結果において考えるモニタリ

ングが必要なタイミングは次のとおりで

ある． 

・利用者・家族と相談支援専門員が前回

の訪問時の会話や状況を記憶していら

れる期間 

・医療機関の受診において付き添い，本

人に代わって日頃の状況を意思に報告

する場合の受診の期間 

・少なくとも季節ごとの体調変化や季節

の変わり目の体調を崩しやすい時期に

確認できるタイミング 

・本人の心身状態が不安定な時期の柔軟

な対応 

・行政機関等への申請書類の処理が必要

な時期 

・児童のライフステージの移行期（卒業

等），休暇の前後，また親が不安を感

じるとき等 

・その他緊急性のある場合や予防的な関

与が効果的であると判断される場合 

 

 

④定期モニタリングの頻度を適切に判断

する市町村の役割 

モニタリング訪問を拒絶されるケース

で相談支援専門員は，定期モニタリング

は，特にネグレクトのケースでは，相談

支援専門員が正当な理由をもって自宅に

訪問できるという有効性を感じていた．

ネグレクトによる事態の手遅れを予防す

る観点や，利用者自身が重要なニーズに

気づかず専門的なアプローチが必要な場

合等，市町村には利用者の不利益となら

ないよう個別に，適切なモニタリング実

施頻度を判断し，随時見直す責任があ

る． 

 

⑤ 揺らぎを受け止められたと利用者が実 

感できる関係性 

全身の筋肉が衰える進行性難病等にお

いては，告知前後から自己の存在の揺ら

ぎに対する支援も含め，身体的・精神

的・スピリチュアルの側面における緩和

ケアが必要であると考える．専門職の適

切かつ継続的なかかわりの中で，利用者
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からみて揺らぎも含め受け止められた，

と実感できる関係性である．障害受容

や，延命，命の選択を迫られる人生の判

断を支える専門職であるために適切なモ

ニタリングの頻度や方法を考慮しなけれ

ばならない． 

計画相談支援のモニタリングには，当

然サービス調整に係る相談はあるが，サ

ービスの選択と人生の選択の関連もなか

にはある．人の尊厳をまもる計画相談支

援におけるモニタリング支援とは，利用

者により，同一の利用者であってもその

置かれた状況により刻刻と変化するもの

と考える． 

人は計画どおりに生きられるものでは

ない．人には誰しも揺らぎがある．揺ら

いでも良いことを肯定されることで安心

につながることもある．そこには中立性

の担保された専門的・個別的関与が求め

られる．まさに計画作成を担う相談支援

専門員はその一職種である． 

 

⑥政策的な適切性・公平性の判断の難しさ 

随時モニタリング（柔軟性のあるモニタ 

リング）の重要性が示唆された．一方で，

柔軟性のある判断は，政策的に責任をもっ

て行うことは容易ではない．制度として仮

に柔軟なモニタリングは可能とした場合，

専門職のみで判断すれば，全体性としての

公平性に欠く恐れがある．市町村において

その判断を行う場合においても属人的な

基準による運用の恐れがある．ゆえに市町

村は公平性を担保する観点から標準的判

断に頼り，むしろ政策的には新しくても，

運用上は先祖かえりといった揺り戻しも

想定される．仮に実行する場合には，事例

を積み上げ，事例集等から判断し，一定の

時間をかけながら判断の平準化を行って

いくプロセスも見込んだ政策決定が求め

られると考える． 

 

Ｅ．結論 

  ３職種に対する半構造化インタビュ

ーのデータから，平成30年度障害福祉サ

ービス等報酬改定におけるモニタリング

実施頻度の高まりの効果は認められてい

ることが明らかになった． 

利用者は相談支援専門員を身近な相談

者として認識し，モニタリングでは過去

の話ではなく，現在，未来の話へと時間

軸が転換した．これにより事後的対応に

終始していた以前に比べ，相談支援専門

員の業務は，リスク予測や予防的観点を

含むものに変化している．事業所からは

相談したい存在へと変化していた一方で

事業所による温度差や，相談支援専門員

に依存傾向となる面も見られ始めてい

た． 

 質の高いモニタリングとは“頻度”か

ら“利用者の個別性や状況に応じた”モ

ニタリングへと認識は変化した．このこ

とは相談支援専門員を共に伴奏するパー

トナーとしての認識に変化しているもの

と考える． 

適切なモニタリングのタイミングや頻

度は利用者が前回の面談をおぼえていら

れることや，医療機関へ同行，季節ごと

の生活や心身状態の変化，不安定な時期
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への対応，発達への配慮･親の心身状態及

び緊急性等を考慮する必要があると考え

る． 

定期モニタリング表3-10)に加え随時モニ

タリング表3-11）の概念が示されたこと．い

ずれも利用者にとっての必要性の観点か

ら適切にも人タリング時期と頻度を判断

されなければならないことが示された． 

これらから柔軟なモニタリン随時モニ

タリングは，熱心で質の高い相談支援専

門員だけが行う行為ではなく，利用者に

とっての必要性を鑑み，適切に判断され

る必要がある．随時モニタリングの必要

性の判断者は相談支援専門員と多職種，

行政による判断や行政による判断が想定

される．しかし政策的な判断基準を明確

化することは難しく，むしろ公平性の名

のもとに運用上の先祖返りの可能性も推

察される． 

計画相談支援におけるモニタリング

は，サービス等利用計画の相談を行う過

程において，さまざまな相談を受ける．

人の感情や生活には揺らぎがあり，計画

どおりに運ぶものではない．時に人生の

再獲得をも支援する支援が求められるだ

ろう．尊厳をまもり人生をともに歩む計

画相談支援におけるモニタリングへと昇

華することが望まれる． 
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